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	１ 下水処理施設用地（水みらいセンター）
水みらいセンター（14か所）の整備にあたっては、人口増加を見込み、処理施設の増設や高度処理施設整備のための建設予定地も含めて、都市計画決定を受けてあらかじめ必要な用地を取得している。
２　計画処理水量の見直し
(1)  人口の減少傾向や節水技術の向上に伴い、平成22年8月に変更された「大阪湾流域別下水道整備総合計画」では、計画処理水量（目標年度：平成37年度）は当初計画に比べおおむね半分以下の水準に低下している。
(2)  変更後の計画は、水質環境基準の達成を目的として定めた水準であり、実際処理水量は、それと比べても大幅に低い水準にとどまっている。
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　*　当初計画は12水みらいセンターの合計値であり、他は現在の
14水みらいセンターの合計値となっている。

３　下水処理施設用地の利用状況
(1)  計画処理水量が大幅に減少しており、土木施設の増設用地の一部が不要となった。このため、下水道室では、当初建設予定地78.0ヘクタールについて、52.6ヘクタールを施設、道路、修景施設整備用地としている。また、残りの25.4ヘクタールを施設更新用地及び海域緩和施設用地としている。
(2)  25.4ヘクタールのうち一部についてはメガソーラー設置（災害対策施設の位置づけ。9.2ヘクタール）や土砂仮置き場等（5.2ヘクタール）で暫定的に有効活用の取組を進めているものの、11.0ヘクタールの用地については、現在、活用されていない状況である。
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	１　平成22年８月の「大阪湾流域別下水道整備総合計画」変更に伴い、土木施設増設用地として不要となった用地について施設更新用地及び海域緩和施設用地として確保しているが、その具体的な内容や整備時期が決まっていない。
２　平成24年３月策定の「大阪府都市整備中期計画（案）」（都市インフラ政策の総合指針として、おおむね30年先を見通しつつ当面の10年間を対象）では平成42年度まで施設更新及び海域緩和施設の更新・整備について、具体的な記載はない。
３　用地（25.4ヘクタール）の一部はメガソーラー設置用地及び土砂仮置き場等として暫定的に活用されているが、残りの面積11.0ヘクタールについては活用されていない。

	１　用地（25.4ヘクタール）については、財政上の制約があるとはいえ、平成42年度までの間、行政財産本来の目的である下水処理施設用地に代わる具体的な計画となっていないことが課題である。
また、残りの面積11.0ヘクタールが未利用地となっていることは行政財産の管理・活用の面から問題がある。


	
	４　土木施設増設用地として不要となった用地を施設更新用地及び海域緩和施設用地として整備することは部内において意思決定されたとの説明があったが、これに係る証跡がない。
	２　重要な計画変更にもかかわらず、意思決定のプロセスが残されていないのは問題である。　

	
	事務事業を所管する都市整備部の見解

	
	１　用地（25.4ヘクタール）の内、16.6ヘクタールは、土木施設の老朽化が進行し更新が必要となった時の施設更新、及び8.8ヘクタールは、海域への下水処理水の影響を緩和する施設整備のための用地となっています。
これら土木施設の更新・整備について、コスト縮減の観点から土木施設の更なる長寿命化を行っているところですが、今後、老朽化の状況を見ながら、施設更新を実施する必要があります。
また、海域緩和施設の整備については、影響緩和効果の評価を行うとともに、関係者との協議を進めているところです。
なお、土木施設の更新・整備までの間は、用地の有効活用に努めることとし、14.4ヘクタールは、既にメガソーラー設置等を行っており、残りの11.0ヘクタールについても、メガソーラーの導入や民間への貸付などを進めています。
今後とも人口や水利用の動向を勘案したうえで、用地の必要性を精査するとともに、長期に使用が見込まれない用地は、有効活用に努めます。
２　施設更新用地及び海域緩和施設用地に係る計画の部内における意思決定に至る経緯を残します。

	委　員　意　見

	１　下水処理施設用地を見直しするためには、都市計画や事業認可の変更、それに伴う国補助金や市町村負担金の返還等、クリアすべき課題が多い。都市計画決定以降の社会経済環境の変化に伴い、今後、国及び関係市町村と協議を進めるなど課題解決に向けて取り組むとともに、府有財産を有効に活用するための方策を検討されたい。
２　下水処理施設用地の見直しなど重要な決定を行う場合には、透明性の確保及び説明責任の観点から、意思決定のプロセスを明確な形で残されたい。




	措置の内容

	１　大阪府では、水みらいセンターの施設更新用地を活用した、太陽光発電施設の設置を進めており、その設置に当たっては、「補助金などに係る予算の執行の適正化に関する法律」に基づく国協議や売電による収入を下水処理場の維持管理費に充当することについて、流域下水道協議会等において、関係市町村協議等を行った。

　　将来の施設更新用地等、長期に使用が見込まれない用地が発生した場合は、有効に活用するための方策を関係機関との協議の中で検討していくこととした。
２　下水処理施設用地の見直しをする場合には、下水道法に基づく事業計画変更の手続きを行っているが、部内の意思決定に当たっては、計画書に根拠資料を添付し、文書管理システムによる決裁を取ることを徹底した。
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